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（Ａ）サーバや端末を攻撃
サーバや端末といったコンピュータのセキュリティ面で弱い部分を狙ってコン
ピュータ内部に侵入して攻撃を行う場合で、利用者としては、前者はウイルス対
策ソフトや OS を常に最新にしておくことが求められます。

（Ｂ）利用者を標的とした攻撃

標的型メール攻撃が代表的なもので、主にはメールを利用して言葉巧みに添付
ファイルを開かせたり、マルウェアを仕込んだサイトにアクセスさせるよう誘導
したりします。騙された利用者の端末にマルウェアが仕込まれ、本人が気づかな
いまま攻撃者から遠隔操作されて、自端末経由で情報漏えいや改ざんが行われる
方法です。人間を標的にする方法は、システムで防御が困難である場合が多く、
人的な対策の徹底が求められます。
以上のようなインターネットリスクをどう防御するかが、インターネット接続型
システムの最大課題です。この課題は、学習系システムでも校務系システムでも
同様ですが、特に校務系システムでは機微な個人情報を大量に扱うため、より厳
密なセキュリティ対策が求められます。

⑤法制度等との整合性検討
　準備段階で、情報セキュリティ対策の見通しを得ることと同じくらい大事なのが、法制度等との整合性を
確保することです。
　情報セキュリティポリシーと個人情報保護法制との整合性確保は避けては通れません。さらに、情報の著
作権、肖像権についても確認する必要があります。

標的型メール攻撃の方法

※詳しくは、参考編の参考３を参照ください。
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（ア）
セキュリティポリシーとの整合性

まず、遵守する情報セキュリティポリシーのなかで、検討中の校務系クラウ
ドモデルが認められているかをどうか確認します。認められていない場合に
は、情報セキュリティポリシーの見直しを検討する必要があります。特に、
インターネット接続型校務系クラウドについては、情報セキュリティポリシー
と整合しない場合がありますので、必要に応じて教育情報セキュリティポリ
シー自体の見直しを行います。見直しの結果、リスクが許容できない場合には、
校務系クラウドモデルは採用できないことになります。見直しタイミングは
運用開始までに実施すると良いでしょう。

（イ）
個人情報保護法制との整合性チェック

校務系システムでは個人情報を扱いますので、個人情報保護法制に準拠する
必要があります。準備段階で洗い出した対応が必要な事項について、どこま
での対応が必要なのかを具体的に明らかにしましょう。多くの自治体で「オ
ンライン結合の制限」や直接監査を義務づけているなど、クラウド利用時に
個別対応が必要な規定が存在しますので、自治体の個人情報を所掌する部門
に確認する必要があります９。なお、法令準拠が困難である場合には、方式
の見直しを含めて練り直す必要があります。

９：私学の場合は、個人情報保護法の適用があり、預けた個人情報をクラウド事業者が取り扱わないこととなっていること、クラウド事業者が広告等の
自社目的で利用しないこと、等が求められます。詳しくは、参考編の参考 5 を参照ください。
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（ウ）
クラウドに預ける利用者データの扱い

クラウドに預ける利用者データの著作権等の知的財産権がクラウド事業者側に
帰属することを前提にしている場合があります。また、データをクラウド事業者
自身の目的で利用できることになっている場合があります。データの権利の帰属
やその利用目的について、クラウド事業者のサービス提供ポリシーの確認が必
要です。特に、「約款による外部サービス」の利用においては、事前開示を求め
ておくなどして内容を把握することが重要です。
※詳しくは、参考編の参考 3 を参照ください。

＜コラム＞　教育情報セキュリティポリシーの策定と見直し

〇システムを変更する場合は、必要に応じてセキュリティポリシーを見直す
　情報セキュリティ対策とはシステムと人による対策の合わせ技である以上、システムが更新されれば、人的セ
キュリティ対策も変わります。情報セキュリティポリシーの見直しとは、実際に利用するシステムとそのシステ
ムに適合した人的セキュリティ対策を整合させるために必要な行為です。システムの更新等により、ポリシーが
セキュリティリスクをカバーできなくなる場合には、大きなセキュリティ面での欠陥を抱えます。そのため、シ
ステムを更新するにあたり、ポリシーを見直すことが必要と考えてください。

⑥予算化の検討
　以下の項目について予算化のための費用を算出します。
　（Ａ）クラウドサービス利用費用
　（Ｂ）校務系ネットワーク基盤の変更費用
　（Ｃ）校務系端末の整備費用
　イントラ型の場合には、校務系端末と校務外部接続系端末を分けて用意する必要があります。
　システム構成の検討と収集した概算見積をもとに予算化（予算要求）を行います。
　クラウドサービスの導入に際し、
　（ア）業務要件の確認（何が必要となるのか）
　（イ）システム導入方法の検討（クラウドサービスで対応することができるのか）
　（ウ）主要なサービスの調査（対応可能な場合は、どのようなサービスが存在するのか）の流れに沿った

検討が行われ、その後必要に応じて、( ア ) ～ ( ウ ) を繰り返します。
　クラウドサービスについては、事業
者側で仕様が決められている場合が多
く、事業者の仕様と自治体の要望に差
異が生じないよう、利用要望に見合う
サービス提供の可否、機能や利用でき
る時間帯、操作性等、クラウド事業者
の仕様（提供条件、サービス内容等）
を確認する必要があります。
　さらに、仕様の確認にあたっては、
既存の環境と重複した機能を装備する
ことになっていないか、利用者情報の
登録・更新や利用履歴情報の収集・レ
ポート化等が実現可能か等、専門的見
地からの検討が必要となる可能性があ
るため、自治体の情報政策部門や外部
専門家等との協力体制を築いておくこ
とが望ましいと考えられます。

予算化に向けた調整プロセス

※「地方公共団体における ASP・SaaS 導入活用ガイドライン」（総務省）を元に作成



— 47 —

第
１
章

第
２
章

第
３
章

　クラウド事業者およびサービス選定に関する留意事項と、調達に関する手続きについて解説します。

①クラウド事業者およびサービス選定に関する留意事項（セキュリティ対策等）

（ア）サービス提供内容（機能・性能）と利用者ニーズとの整合性
　各ベンダが提供する統合型校務支援、グループウェアの校務系アプリケーションは各社の特色があるため、
教育委員会が学校のニーズを踏まえて選択するものと考えられます。例えば、使いたい機能を全て満たして
いる校務系アプリケーションがクラウドサービスとして提供されていれば、そのまま今のシステムから移行
して利用することができます。
　または、校務事務に合わせて、校務系アプリケーションを一部作り変えている場合は、IaaS（PaaS）上に
カスタマイズした校務系アプリケーションを搭載して利用することもできます。
　なお、クラウドサービスをそのまま使うときは、SaaS 事業者との契約になりますが、IaaS（PaaS）に搭載する
場合には、一般的には、SI 事業者がインフラ基盤として IaaS（PaaS）を借り上げ、その上に校務系アプリケーショ
ンを搭載する構造になりますので、教育委員会は校務系システムの構築に関して SI 事業者と直接契約し、SI 事
業者がクラウド利用者の立場で IaaS（PaaS）事業者と契約するスキームが多いと思われます。この場合は契約が
多重になることから、それぞれの事業者について ( イ ) に掲げることを確認する必要があります。

（イ）　クラウド事業者の選定に伴う留意点
　クラウド事業者及びサービスの選定においては、サービス提供の継続性、サプライチェーン構成、データ
保管場所等のリスクが存在します。そのため、これらの留意点をどう洗い出すかが重要です。校務系システ
ムは重要な情報をクラウド側に預ける形になりますので、慎重な評価が求められます。以下に留意点を洗い
出すために必要な確認要件を記します。確認要件は 2 種類あります。

（Ａ）クラウド事業者に求めるセキュリティ対策
　「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（令和元年版）」（文部科学省）1.9.2 の 11 項目（ク
ラウド利用者側のセキュリティ確保の項目を除いたもの）が該当します。クラウド事業者に求めるセキュリ
ティ対策要件の概要は以下の通りです。

　（５）調達段階

1 利用者認証 クラウドログインにおいて利用者の識別ができる機能
を有すること

2 アクセス制御 クラウド利用者のアクセス可能範囲を制限できること

3 クラウドに保管するデータの暗号化 クラウドに保管するデータの外部漏えいに備えて、クラ
ウドストレージに保護措置が講じられていること

4 マルチテナント環境におけるテナント間の安全な管理
パブリッククラウド環境において、特定のクラウド
利用者に対して発生したセキュリティ侵害が、他の
クラウド利用者に影響を与えないように対策が講じ
られていること

5
クラウドサービスを提供する情報システムに対する
外部からのサイバー脅威の侵入を想定した技術的セ
キュリティ対策

インターネットからの外部脅威の侵入に対する対策
が講じられていること

6 情報の通信経路のセキュリティ確保 インターネットを通信経路とする場合に通信傍受に
対して対策が講じられていること
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7 クラウドサービスを提供する情報システムの物理的
セキュリティ対策

クラウドシステムを収容するデータセンターの物理
的セキュリティ対策が講じられていること

8 クラウドサービスを提供する情報システムの運用管理 冗長化、バックアップ、ログ取得等の運用がなされ
ていること

9 クラウドサービスを提供する情報システムのマル
ウェア対策

クラウドシステムへのマルウェア対策が講じられて
いること

10 クラウド事業者従業員の人的セキュリティ対策 従業員が事業者側セキュリティ規定を遵守すること

11 データの廃棄等
適切に破棄するためのルールが整備され、サービス
利用終了時にクラウド利用者のデータが不用意に残
置されないよう、適切に破棄すること

（Ｂ）クラウド事業者のサービス提供に係るポリシー等に関する事項
　クラウド事業者自身やサービス提供ポリシーが、クラウド利用者のセキュリティポリシー等との不適合を
起こすこともあります。そのため、それに伴う留意点の洗い出しを行うことが重要です。具体的には「教育
情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（令和元年版）」（文部科学省）1.9.3 の 10 項目が該当します。
クラウド事業者に求めるサービス提供に係るポリシー等に関する確認要件は以下の通りです。

1 守秘義務、目的外利用及び第三者への提供の
禁止 本条項が締結できるか

2 クラウド事業者が準拠する法令、情報セキュ
リティポリシー等 クラウド利用者として不都合は生じないか

3 クラウド事業者の管理体制 クラウドサービスを運営する組織体制として信頼できるか

4 クラウド事業者従業員への教育 高いスキルを問われる従業員の教育が行き届いているか

5 情報セキュリティに関する役割の範囲、責任
分界点 クラウド利用者として不都合は生じないか

6 監査 パブリッククラウドサービスでは直接監査が原則できないた
め、代替方法でクラウド利用者として不都合は生じないか

7 情報インシデント管理及び対応フローの合意 セキュリティ管理及び事故対応フローについてクラウド利
用者として不都合は生じないか

8 クラウドサービスの提供水準及び品質保証 サービス提供レベルはクラウド利用者として許容可能か

9 クラウド事業者の再委託先等との合意事項
SaaS 事業者が IaaS サービスを借りて自社サービスを提供
する場合に、再委託先における情報セキュリティに対策及
び事業者間連携に支障がないか（サプライチェーンの確認）

10 その他留意事項

データの保管先について日本の法令が及ぶ範囲か、クラウ
ド事業者の事業継続にリスクはないか、クラウド事業者を
変更する際に支障はないか（ベンダロックイン）、外国政府
等によるデータへのアクセスの可能性がないか、預けた
データについてクラウド事業者による知的財産権の主張や
広告等クラウド事業者自身の目的での利用の可能性はない
か、利用規約における準拠法や管轄裁判所がどこになって
いるか（日本国内となっていない場合、データの差し押さ
え等のリスクがないか）10

10：法律実務の観点からは、一般に、外国の法令が準拠法となっていたり、外国の裁判所が合意管轄裁判所になっていたりする場合には、通常対応が不
可能となるケースが多いことに留意することが必要であると考えられます。
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＜コラム＞　クラウド事業者がクラウド事業から撤退するリスクおよび求められる対応

　実際にクラウドサービスを調達したのち、事業者がクラウド事業から撤退してしまった場合は、そのサービス
に格納していたデータを取り出し、別のクラウドサービス等に移行する必要性が出てきてしまい、労力がかかる
ことが見込まれます。
　クラウドサービスを調達する場合は、そのサービスを提供している事業者がクラウドサービス事業を継続する
かどうか情報収集を行い見極めることが重要です。また、利用しているクラウドサービスの終了が発表された場
合は、移行先のクラウドサービスの調達の準備を開始するとともに、利用しているサービスからのデータの取り
出しと撤退事業者へのデータ削除の要請について、確実に行うようにしましょう。また、最初に事業者を選定す
る際には、事業撤退時には早めに事前告知を行うよう、また撤退時にはデータを返却するよう、事業者に対して
求める契約を締結するようにしましょう。

②サービスレベル契約（SLA）の検討

（ア）　SLA とは
　SLA とは、Service Level Agreement の略で、クラウドで提供されるサービスの内容（教育用コンテンツ
の内容や利用時間帯、利用範囲等）や、クラウド事業者が遵守すべき事項（セキュリティ対策や保守管理、
対応状況の報告、データバックアップの保証等）などの品質をサービスレベルとして定量的に定め、その内
容をあらかじめクラウド事業者と利用者で合意する契約のことをいいます。
　※出典：「教育 ICT の新しいスタイル　クラウド導入ガイドブック 2016」（総務省）

サービス稼働率　年間のサービス停止時間

サービス稼働率 年間のサービス停止時間

99% 87.6 時間（3.7 日）

99.5% 43.8 時間（1.8 日）

99.9% 8.76 時間

99.99% 52.6 分

※出典：「大学・研究機関のためのクラウドスタートアップガイド（Ver2.0）」（国立情報学研究所）

　クラウドサービスでは、99％から 99.9％程度の稼働率を SLA で保証する場合が多いようです。また、次の (A)
～ (D) に掲げるようなサービス停止についての前提も、クラウドサービスごとに異なりますのでご注意ください。

（Ａ）時間
ある一定時間（例えば 5 分）の停止は停止とみなさない
※ SLA の規定の中で、サービス停止時間の定義等が文書化されていますので、
利用に際して必ず確認してください

（Ｂ）計画停止の取り扱い 計画保守に起因する停止は停止時間に含めない

（Ｃ）影響範囲 クラウド全顧客へのサービス停止か、個々の顧客へのサービス停止か

（Ｄ）機能範囲 仮想サーバ自体の停止か、仮想サーバに対する操作だけの停止（サーバ自体
は動作を継続）か

※「大学・研究機関のためのクラウドスタートアップガイド（Ver2.0）」（国立情報学研究所）を元に作成
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（イ）　SLA の構成要素
　SLA を構成する要素として、先に述べた可用性を含めた例を以下に示します。SLA の締結に際しては、コ
ストと品質のバランスを図ることが必要不可欠になります。

　以上のとおり、提供サービスの可用性及び信頼性に関する提供水準が示され、この水準を下回った場合に
は料金を減額するなどの形でサービスレベルを契約に盛り込むものです。
　情報セキュリティの観点では、可用性（情報がいつでも利用できる状態）レベルに直接関わりますので、
利用を検討するクラウドサービスの SLA が自らの利用の目標達成に向けて過不足がないかを確認する必要が
あります。

( ウ )　SLA を締結するうえでの留意事項
　SLA を締結するにあたっては、クラウド事業者があらかじめ用意している SLA のひな型を利用する場合と、
自治体が要求事項を提示してクラウド事業者がこれに応じる場合があります。いずれの場合でも、内容を吟
味して SLA を締結することが重要になります。
　以下に、SLA を締結するうえで特に留意が必要な点を記載します。

サービス品質の妥当性の検討
不必要に高いサービスを要求して SLA を締結することは、結果的に不必要
な支出の増加につながります。例えば、校務事務は 24 時間 365 日の保証を
求めることは過度の要求となりますので、コストバランスを勘案したうえで、
サービス品質を設定してください。

サービス導入当初の SLA の範囲
導入当初から多岐にわたる SLA を締結してしまうと支出の増加につながる
等、実効性の乏しい SLA になる恐れがあります。そのため、導入当初に締
結する SLA の範囲は必要最小限に留め、後述する SLA の改善プロセスのな
かで、適切な内容に改めていくことが有効です。

ネットワークに関する留意点
クラウド事業者の責任範囲にネットワークは含まれませんので、ネットワー
クの不具合に起因するサービス中断は SLA では対象外になることに注意く
ださい。

（Ａ）　可用性 サービス時間（24 時間 365 日）、サービス稼働率 (99.9% 以上 )

（Ｂ）　信頼性 平均復旧時間 (1 時間以内 )、障害監視間隔、ログ取得等

（Ｃ）　性能 オンライン応答時間 ( データセンター内で 3 秒以内 )、同時接続利用者数等

（Ｄ）　サポート 障害対応 24 時間 365 日、問い合わせ年末年始を除く営業時間帯

（Ｅ）　データ管理 バックアップ頻度（毎日）、パックアップデータ保存期間（5 年）

（Ｆ）　セキュリティ 公的認証取得、通信の暗号化レベル (SSL) 等

※「地方公共団体における ASP・SaaS 導入活用ガイドライン」（総務省）を元に作成
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＜コラム＞　調達における個人情報の扱いに係る留意事項

＜コラム＞　クラウド環境への移行における留意点

　校務系システムでは機微な個人情報を取り扱いますので、クラウドサービス利用では、個人情報の取り扱いに
ついて充分に留意する必要があります。SaaS 利用の場合は SaaS 事業者、IaaS(PaaS) 利用の場合は SI 事業
者がクラウド利用者の個人情報に物理的にアクセスすることが可能です。しかしながら、これらの事業者がデー
タを自ら取り扱う場合には、法令上、個人データの第三者提供や委託による提供としての規制に服する必要が生
じることになります。契約条項によって当該事業者がクラウドに保存された個人データを取り扱わない旨が定め
られており、かつ適切にアクセス制御が行われていることが必要です。
　当該事業者らが、個人情報が含まれる利用者データの安全性をどう確保しているのか、万が一個人情報が漏え
いした場合の対応が明確になっているのか等について充分に確認しておく必要があります。詳しくは、「教育情報
セキュリティポリシーに関するガイドライン（令和元年版）」（文部科学省）1.9 及び 1.10 に規定されています。

〇ソフトウェアの知的所有権
　クラウドに預けるソフトウェアの知的財産権については注意が必要です。アプリケーションやコンテンツ等で
他者の著作物を複製して利用する場合、印刷やローカル利用は無料ですが、クラウドに保管する場合は、有料を
前提するケースや事前に著作者に許可を求めるケースがあります。
　ローカルやオンプレミス環境とクラウド環境で同じソフトウェアであってもライセンス条件が変わる場合があ
ります。そのため、ローカルやオンプレミス環境で利用していたソフトウェアをそのままクラウド移行すること
は危険です。必ず契約条件を確認して、ライセンス違反での継続利用に該当しないようにご注意ください。

〇データの知的財産権
　利用者データは利用者に知的財産権があることが常識ですが、コミュニケーション型のサービスなどの一部で
はクラウド事業者側に知的財産権が帰することを契約の前提としているケースがあります。データの知的財産権
がクラウド事業者に帰属する場合は、守秘義務の違反、目的外利用等の問題が生じるおそれがありますので確認
されるようご注意ください。

①学校におけるＩＣＴ推進体制
　統合型校務支援サービスがクラウド利用であってもオンプレミスであっても、利用される立場としては何
ら変わりません。校務用パソコンが教職員一人ひとりに１台提供される学校では、校務用パソコンの維持管
理（OS, ウイルス対策ソフト等のバージョン最新化、故障対応）に負担が生じていると考えられます。統合
型校務支援サービス導入初期においては、特にアプリケーションを含む校務系システムの操作支援を含めた
サポートが必要です。このサポートと維持管理のため、学校でＩＣＴ推進体制を組成して取り組むことをご
検討いただきたいと思います。

　（６）運用段階
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（ア）
校務系クラウド利用
マニュアルの整備

　デジタルで校務事務を行う環境に
なったことから、右のような観点で
のマニュアル作成が学校単位にて必
要になります。

・校務の流れ（資料作成、チェックの繰り返しから、
チェックフローが簡略化される等の変更要素あり）

・帳票の変更（デジタル化に伴い、書面帳票とは別
様式に変更される場合が多い）

・アプリケーション利用の説明（操作法について解説）
・困った際の相談フロー
・故障時の対応フロー

（イ）
校内機器管理ルール

　右のような観点での端末機器の運
用管理に関するルール整備が必要で
す。

・端末機器故障時の連絡フロー
・端末機器への無断でのソフトウェアのダウンロード禁

止、改造禁止 *
・端末機器 OS やウイルス対策ソフトの定期更新の実施 *
・私物端末及び外部記録媒体の業務利用禁止 *
＊：情報セキュリティ実施手順に反映する場合もあ

ります

（ウ）
情報セキュリティ
実施手順の整備

　校務事務が電子的に可能になった
ことから、情報セキュリティのルール
が変わります。教育委員会が策定す
る情報セキュリティポリシー（対策基
準）をベースに、学校で情報セキュ
リティの守り方をマニュアル化した実
施手順を、右のような観点での策定
することが必要になります。

・情報資産台帳の整備（重要性分類、アクセス権限、
保存期限、情報管理担当者、保管場所）

・教職員の遵守事項（取り扱いにおける秘匿、外部
持ち出しルール遵守、ID/ パスワードの秘匿等）

・セキュリティ事故の疑いがある場合の連絡フロー
・セキュリティ事故発生時の対応フロー

③研修会の実施
　研修には集合研修・各校訪問研修・マニュアルや動画の配布による研修などがあります。また、研修会の
他に、ＩＣＴ支援員・ヘルプデスク（コールセンター）・SE 常駐 サービスなどの検討も考えられますが、い
ずれの場合も、教職員からの問い合わせ内容を定期的に把握できる体制を整えることが重要だと考えられま
す。
　※出典：「統合型校務支援システムの共同調達・共同利用のための手引き（平成 30 年度　統合型校務支援
システム導入実証研究事業）」（文部科学省）2.6 章
④情報セキュリティを維持する取り組み

（ア）監査
　教育委員会は、情報資産の外部持ち出しルールの順守状況等、学校における情報セキュリティ運用を定期

②運用ルールの確立

校務系クラウド利用の推進体制例

11：定期的に学校を訪問し、システム利用で教職員サポート、端末周辺の維持管理を代行する外部委託者

担当者 役　　割

教育委員会 ・校務系システムのクラウド利用方針の決定
・校務系クラウドシステムの導入

学　校

校長 ・運用ルールの承認、管理責任

情報担当・管理者
・校務用パソコンの維持・管理
・校務系システムの活用促進
・運用ルールの策定

各教職員 ・運用ルールに沿った運用

ＩＣＴ支援員11 ・校務用パソコンの維持・管理代行
・校務系システムの操作支援

保守業者 ・校務系システムの操作研修主催、ヘルプデスクの開設
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的に監査することが求められます。
（イ）自主点検

　学校においては、情報セキュリティ実施手順を整備するだけでなく、定期的な自主点検が必要です。教育
委員会は自主点検項目を学校に示して、学校におけるセキュリティ運用を把握することが求められます。
監査と自主点検結果を踏まえて、ルールとして運用が難しい場合には現実的なルールに改善することなど、
セキュリティポリシーが現実的に運用される内容に修正していく必要があります。

（ウ）教職員に対してのセキュリティマインド醸成
　校務系情報は機微な個人情報を含むため、万が一情報漏えい等のセキュリティ侵害が発生した場合には、
重大な事案として社会的責任を負います。このような事故を起こさないために、定期的な研修等により、セ
キュリティ意識を保つことが求められます。
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教育現場におけるクラウド活用の推進に関する有識
者会合報告書 総務省 2019 https://www.soumu.go.jp/main_content/000631909.

pdf

クラウドで教育をより良く 教育ＩＣＴガイドブック 
Ver.1　※「手順編」は改訂対象 総務省 2017 https://www.soumu.go.jp/main_content/000492552.

pdf

教育分野におけるクラウドを中心としたＩＣＴ環境構
築のための調達ガイドブック　※改訂対象 総務省 2016
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pdf

教育分野におけるクラウド導入に対応する情報セキュ
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pdf
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pdf

教育分野におけるＩＣＴ利活用推進のための情報通信
技術面に関するガイドライン（手引書）2014 総務省 2014 https://www.soumu.go.jp/main_content/000285277.

pdf

地方公共団体における ASP・SaaS 導入活用ガイドラ
イン 総務省 2010 https://www.soumu.go.jp/main_content/000061022.

pdf

教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライ
ン（令和元年版） 文部科学省 2019 https://www.mext.go.jp/content/20200225-

mxt_jogai02-100003157_001.pdf

教育の情報化に関する手引 文部科学省 2019 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
zyouhou/detail/mext_00117.html

GIGA スクール構想の実現　標準仕様書 文部科学省 2019 https://www.mext.go.jp/content/20200303-
mxt_jogai02-000003278_407.pdf

教育の質の向上に向けた効果的なデータ連携・活用
のポイントと学校改善事例集 文部科学省 2019 https://www.mext.go.jp/content/1387543_02.

pdf

統合型校務支援システムの 共同調達・共同利用のた
めの手引き（平成 30 年度　統合型校務支援システ
ム導入実証研究事業）

文部科学省 2019
https://www.mext.go.jp/component/a_
menu/education/micro_detail/__icsFiles/afie
ldfile/2019/09/11/1404427_001_1.pdf

学校における教育の情報化の実態等に関する調査結
果（平成 30 年度） 文部科学省 2019

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?pa
ge=1&layout=datalist&toukei=00400306&tst
at=000001045486&cycle=0&tclass1=000001
132708&tclass2=000001136103

教育振興基本計画（第 3 期） 文部科学省 2018 https://www.mext.go.jp/content/1406127_002.pdf

地方自治体のための学校のＩＣＴ環境整備推進の手
引き 文部科学省 2017

https://www.mext.go.jp/component/a_
menu/education/micro_detail/__icsFiles/afie
ldfile/2017/06/16/1386784_4_1.pdf

先生と教育行政のためのＩＣＴ教育環境整備ハンド
ブック 2019

日 本 教 育 情
報 化 振 興 会

（ J A P E T ＆
CEC）

2019

https://www.japet.or.jp/cabinet?action=cabinet_
action_main_download&block_id=204&room_
id=1&cabinet_id=1&fi le_id=882&upload_
id=1912

個人情報保護法委員会 - - https://www.ppc.go.jp/
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個人情報保護法 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57号）
※全面施工の日（平成 29 年 5 月 30 日）時点

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/200107personal_
law.pdf

政令 個人情報の保護に関する法律施行令（平成 15 年政令第 507 号）
※全面施工の日（平成 29 年 5 月 30 日）時点

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/290530_
personal_cabinetorder.pdf

規則 個人情報の保護に関する法律施行規則（平成 28
年個人情報保護委員会規則 3 号）

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/190701_
personal_commissionrules.pdf

個人情報保護条例 - https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/
local/

独立行政法人個人情報保護法
独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関
する法律（平成 15 年法律第 59 号）
※最終改正：平成 28 年 5 月 27 日法律第 51 号

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-
10601000-Daijinkanboukouseikagakuka-
Kouseikagakuka/0000129084.pdf

通則ガイドライン
個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン

（通則編）（平成 28 年個人情報保護委員会告示第 6 号）
※平成 31 年 1 月一部改正

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/190123_
guidelines01.pdf

匿名加工ガイドライン
個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（匿
名加工情報編）（平成 28 年個人情報保護委員会告示第9 号）
※平成 29 年 3 月一部改正

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/guidelines04.
pdf
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